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先取りマーケットレビュー

世界中で上昇する長期金利

～中銀にのしかかる責任の重み～
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世界34ヶ国の10年金利■ 長期金利
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過去１年間の10年金利の変動幅（41ヶ国）■ 長期金利
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過去１年間の10年金利の変動率（41ヶ国）■ 長期金利
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世界34ヶ国の消費者物価前年比■ 世界の物価
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世界34ヶ国の10年金利と「潜在成長率＋CPI前年比」■ 長期金利
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者物価は2026年4-6月期の前年比。

日本は潜在成長率0.5％、消費者物価

は日本銀行の特殊要因除くベース

2026年6月の値（前年比2.7％）、10年

金利は2.7％とした。
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ハマック総裁
（クリーブランド連銀）

 カシュカリ総裁
（ミネアポリス連銀）

 ローガン総裁
（ダラス連銀）

（出所） FRB

7月28-29日のFOMCは予想通り金利据え置き■ Ｆ Ｒ Ｂ
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金利先物が織り込むFRBの利上げ確率
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７月金融政策決定会合は予想通り現状維持■ 日本銀行

高田創審議委員

（出所）日本銀行
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経済・物価情勢の展望（2026年7月）■ 日本銀行

リスクバランスをみると、経済の見通しについては、概ねバランスしている。

消費者物価の見通しについては、上振れリスクの方が大きい。基調的な

物価上昇率については、企業の賃金・価格設定行動が積極化していることや、

中長期的な予想物価上昇率が引き続き上昇していることなどを踏まえると、

２％の「物価安定の目標」を超えて上振れていくリスクがある。こうしたリスク

が顕在化し、それがその後の経済に悪影響を及ぼすことがないよう、十分

に留意する必要がある。

とくに、基調的な物価上昇率が２％の「物価安定の目標」を超えて上振れて

いくリスクが顕在化し、それがその後の経済に悪影響を及ぼすことがない

よう、基調的な物価上昇率を２％程度の水準で安定させていくという観点

が重要になると考えている。 （出所）日本銀行



11（出所）総務省、内閣府、日本銀行、FRB、BEA、BLSなど各種資料

日 本米 国

7月企業物価8月13日7月雇用統計8月7日
26年4～6月期GDP8月17日7月消費者物価8月12日
7月消費者物価8月21日
氷見野副総裁講演8月27日ジャクソンホール会議8月27～29日

8月雇用統計9月4日
8月企業物価9月11日8月消費者物価9月11日
9月MPM9月17～18日9月FOMC9月15～16日
8月消費者物価9月18日
植田総裁講演（大阪）9月下旬米中首脳会談9月24日
9月短観10月1日9月雇用統計10月2日
支店長会議10月上旬9月消費者物価10月14日
10月MPM10月29～30日10月FOMC10月27～28日

企業物価、ジャクソンホール会議、氷見野副総裁講演■今後の日程
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